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１．2025年３月期第１四半期の連結業績（2024年４月１日～2024年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 200,361 △0.5 4,207 11.6 6,674 11.7 317 －

2024年３月期第１四半期 201,466 3.0 3,768 △67.1 5,975 △56.9 △793 －
(注) 包括利益 2025年３月期第１四半期 5,037百万円( △42.6％) 2024年３月期第１四半期 8,776百万円( 871.3％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第１四半期 0.87 0.86

2024年３月期第１四半期 △2.16 －

(注) 2024年３月期第１四半期の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当た
り四半期純損失であるため、記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 954,659 408,174 40.3

2024年３月期 1,035,014 409,200 37.2
(参考) 自己資本 2025年３月期第１四半期 384,322百万円 2024年３月期 384,951百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 － 16.00 － 16.00 32.00

2025年３月期 －

2025年３月期(予想) 16.00 － 16.00 32.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年３月期の連結業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

収益 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 1,000,000 5.6 36,000 5.0 38,500 1.8 15,000 △39.8 40.86
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期１Ｑ 389,559,436株 2024年３月期 389,559,436株

② 期末自己株式数 2025年３月期１Ｑ 22,453,823株 2024年３月期 22,453,823株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期１Ｑ 367,105,613株 2024年３月期１Ｑ 367,640,194株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また実際の業
績等は様々な原因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあ
たっての注意事項等については添付資料２ページ「１.（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧くださ
い。四半期決算補足説明資料は当社ホームページ(https://www.hakuhodody-holdings.co.jp/)に掲載しておりま
す。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）連結経営成績に関する定性的情報

当第１四半期連結累計期間(2024年４月１日～2024年６月30日、以下「当第１四半期」)における日本経済は、企

業による設備投資やインバウンド需要の回復によって、緩やかな回復基調が継続しましたが、円安・物価高に起因

する個人消費の回復鈍化など、一部に弱さがみられました。国内広告市場（注１）は、経済状況と比べ底堅く推移

しております。このような環境下、当社グループは、2027年３月期を最終年度とする中期経営計画に則り、積極的

な事業展開を継続してまいりました。その結果、売上高（注２）は3,525億13百万円（前年同期比0.5％減収）、収

益は2,003億61百万円（同0.5％減収）となりました。

当第１四半期の売上高を種目別に見ますと、新聞、雑誌、ラジオ、テレビと４マスでは前年同期を下回りまし

た。一方、インターネットメディア及びアウトドアメディアが前年同期を上回り、メディア合計で前年同期から増

収となりました。メディア以外では、マーケティング/プロモーションが前年同期を上回り、メディア以外合計にお

いても、前年同期から増収となりました。

また、得意先業種別では、「官公庁・団体」、「不動産・住宅設備」及び「流通・小売業」などで前年同期を下

回りましたが、「情報・通信」、「飲料・嗜好品」及び「食品」などで前年同期を上回り、21業種中、10業種が前

年同期を上回りました。（注３）

売上総利益に関しても、890億54百万円（同0.2％減少）と前年同期より１億34百万円の減少となりました。なお、

このうち国内事業については645億12百万円と2.5％の減少、海外事業についてはアジアにおいて堅調に推移したこ

とに加えて為替影響もあり、260億８百万円と8.0％の増加となりました。また、当社グループの中期経営計画にて

目標として掲げている指標のひとつである調整後売上総利益（注４）は、857億98百万円と2.8％の増加となりまし

た。

販売費及び一般管理費において、費用コントロールを行った結果、営業利益は42億７百万円（同11.6％増加）、

経常利益は66億74百万円（同11.7％増加）となりました。

これに特別利益９億46百万円及び特別損失22億31百万円を加味した税金等調整前四半期純利益は53億89百万円(同

14.8％減少)となりました。また、法人税等の税金負担額40億26百万円及び非支配株主に帰属する四半期純利益10億

44百万円を差し引いた結果、親会社株主に帰属する四半期純利益は３億17百万円(前年同期は７億93百万円の純損

失)となりました。

(注１)「特定サービス産業動態統計調査」（経済産業省）によります。

(注２)「売上高」は従前の会計基準に基づくものですが、財務諸表利用者にとって有用であると考えていることから、

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日）等に準拠した開示ではないものの、

自主的に開示しております。

(注３) 当社の社内管理上の区分と集計によります。

(注４) 調整後売上総利益とは、メルカリ株売却益を除いた主力事業における売上総利益

（２）連結財政状態に関する定性的情報

当第１四半期末の総資産は、前連結会計年度末に比べ803億54百万円減少し、9,546億59百万円となりました。主

な増減は、受取手形及び売掛金の減少772億72百万円、現金及び預金の減少225億87百万円であります。

負債は、前連結会計年度末に比べ793億28百万円減少し、5,464億85百万円となりました。主な増減は、支払手形

及び買掛金の減少490億99百万円、賞与引当金の減少229億64百万円であります。

純資産は、前連結会計年度末に比べ10億26百万円減少し、4,081億74百万円となりました。主な増減は、為替換算

調整勘定の増加48億68百万円、利益剰余金の減少55億55百万円であります。

（３）連結業績予想に関する定性的情報

現時点で、連結業績予想の見直しは行っておりません。

（注) 業績予想につきましては、当社が現時点で合理的と判断する一定の条件に基づき作成しており、実際の業績

は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 184,527 161,939

受取手形及び売掛金 402,158 324,886

有価証券 11,506 11,239

棚卸資産 41,250 51,522

短期貸付金 506 541

その他 51,179 54,585

貸倒引当金 △740 △730

流動資産合計 690,388 603,983

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 43,577 44,895

減価償却累計額 △19,963 △20,944

建物及び構築物（純額） 23,614 23,951

土地 9,605 9,560

その他 54,896 55,808

減価償却累計額 △27,148 △27,777

その他（純額） 27,748 28,031

有形固定資産合計 60,968 61,542

無形固定資産

ソフトウエア 22,939 23,791

のれん 65,075 65,939

その他 16,468 16,833

無形固定資産合計 104,482 106,564

投資その他の資産

投資有価証券 138,836 140,823

長期貸付金 566 565

退職給付に係る資産 8,666 8,804

繰延税金資産 1,568 923

その他 31,267 33,112

貸倒引当金 △1,729 △1,660

投資その他の資産合計 179,175 182,569

固定資産合計 344,625 350,675

資産合計 1,035,014 954,659
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 265,557 216,458

短期借入金 15,343 6,675

1年内返済予定の長期借入金 1,174 628

未払費用 25,617 30,478

未払法人税等 12,146 3,319

賞与引当金 31,815 8,850

役員賞与引当金 975 406

その他 86,263 92,578

流動負債合計 438,894 359,395

固定負債

長期借入金 134,634 134,693

繰延税金負債 4,200 5,432

役員退職慰労引当金 513 528

退職給付に係る負債 15,494 15,416

その他 32,076 31,018

固定負債合計 186,919 187,090

負債合計 625,813 546,485

純資産の部

株主資本

資本金 10,790 10,790

資本剰余金 - 32

利益剰余金 347,977 342,421

自己株式 △21,038 △21,038

株主資本合計 337,730 332,206

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 34,612 35,325

繰延ヘッジ損益 730 △87

為替換算調整勘定 15,135 20,004

退職給付に係る調整累計額 △3,258 △3,126

その他の包括利益累計額合計 47,220 52,115

新株予約権 211 211

非支配株主持分 24,037 23,639

純資産合計 409,200 408,174

負債純資産合計 1,035,014 954,659
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

収益 201,466 200,361

売上原価 112,276 111,306

売上総利益 89,189 89,054

販売費及び一般管理費

給料及び手当 38,727 39,985

退職給付費用 1,682 1,871

賞与引当金繰入額 7,089 4,717

役員退職慰労引当金繰入額 37 39

のれん償却額 2,930 3,274

貸倒引当金繰入額 △79 △39

その他 35,032 34,998

販売費及び一般管理費合計 85,420 84,846

営業利益 3,768 4,207

営業外収益

受取利息 199 196

受取配当金 1,176 1,133

為替差益 865 1,094

投資事業組合運用益 - 339

その他 970 516

営業外収益合計 3,211 3,280

営業外費用

支払利息 150 312

持分法による投資損失 66 174

投資事業組合運用損 476 -

その他 311 326

営業外費用合計 1,004 813

経常利益 5,975 6,674

特別利益

投資有価証券売却益 1,062 22

関係会社株式売却益 21 903

その他 11 21

特別利益合計 1,095 946

特別損失

特別退職金 296 255

固定資産除却損 32 207

投資有価証券評価損 36 591

事業整理損 - 738

その他 380 439

特別損失合計 745 2,231

税金等調整前四半期純利益 6,325 5,389

法人税、住民税及び事業税 3,677 2,468

法人税等調整額 1,785 1,558

法人税等合計 5,462 4,026

四半期純利益 862 1,362

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,655 1,044

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

△793 317
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

四半期純利益 862 1,362

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 8,838 431

繰延ヘッジ損益 △1,719 △1,570

為替換算調整勘定 622 4,682

退職給付に係る調整額 170 131

持分法適用会社に対する持分相当額 2 △0

その他の包括利益合計 7,913 3,675

四半期包括利益 8,776 5,037

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 8,654 5,212

非支配株主に係る四半期包括利益 121 △174
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改

正会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適

用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の

四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、

次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

減価償却費 3,680百万円 4,018百万円

のれんの償却額 2,930百万円 3,274百万円

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

前第１四半期連結累計期間及び当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の連結子会社は、新聞、雑

誌、ラジオ、テレビ、デジタルメディア等各種媒体における広告業務の取り扱い、及び広告表現に関する企画、

制作並びにマーケティング、PR等のサービスの提供を主たる業務としており、事業を集約し単一セグメントとし

ているため記載を省略しております。

＜参考情報＞

Ⅰ．前第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)における地域別の業績及び海外収益の

状況は、以下のとおりです。

ⅰ．地域別の業績

（単位：百万円）

日本 海外 計
消去

又は全社
連結

収益

(1) 外部顧客からの収益 147,235 54,230 201,466 ― 201,466

(2) セグメント間の内部
収益又は振替高 1,638 925 2,563 (2,563) ―

計 148,873 55,156 204,030 (2,563) 201,466

売上総利益 66,132 24,074 90,207 (1,017) 89,189

営業利益又は営業損失（△） 13,722 △3,609 10,113 (6,344) 3,768

ⅱ．海外収益

(1) 海外収益(百万円) 58,365

(2) 連結収益(百万円) 201,466

(3) 連結収益に占める海外収益の割合(％) 29.0

(注) 「海外」に区分される主な国又は地域

アメリカ、カナダ、ドイツ、イギリス、フランス、トルコ、中国、台湾、韓国、タイ、マレーシア、シンガ

ポール、ベトナム、フィリピン、インド、オーストラリア
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Ⅱ．当第１四半期連結累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)における地域別の業績及び海外収益の

状況は、以下のとおりです。

ⅰ．地域別の業績

（単位：百万円）

日本 海外 計
消去

又は全社
連結

収益

(1) 外部顧客からの収益 147,572 52,789 200,361 ― 200,361

(2) セグメント間の内部
収益又は振替高 1,539 956 2,496 (2,496) ―

計 149,112 53,745 202,857 (2,496) 200,361

売上総利益 64,512 26,008 90,521 (1,466) 89,054

営業利益又は営業損失（△） 15,446 △3,003 12,443 (8,235) 4,207

ⅱ．海外収益

(1) 海外収益(百万円) 56,916

(2) 連結収益(百万円) 200,361

(3) 連結収益に占める海外収益の割合(％) 28.4

(注) 「海外」に区分される主な国又は地域

アメリカ、カナダ、ドイツ、イギリス、フランス、トルコ、中国、台湾、韓国、タイ、マレーシア、シンガ

ポール、ベトナム、フィリピン、インド、オーストラリア

ⅲ．地域別の業績の区分変更

当第１四半期連結累計期間より、当社グループ内の業績をより適切に把握するために、従来「日本」に計

上していた連結子会社の一部を「消去又は全社」に含める方法に変更しております。

なお、前第１四半期連結累計期間の地域別の業績は、変更後の区分方法に基づき作成しております。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。


